
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
七
年
労
働
省
令
第
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

（
保
険
関
係
の
成
立
の
届
出
）

（
保
険
関
係
の
成
立
の
届
出
）

第
四
条

法
第
四
条
の
二
第
一
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

第
四
条

法
第
四
条
の
二
第
一
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
〜
五

（
略
）

一
〜
五

（
略
）

六

土
木
、
建
築
そ
の
他
の
工
作
物
の
建
設
、
改
造
、
保
存
、
修
理
、
変
更
、
破
壊
若
し
く
は
解
体
又
は
そ
の

準
備
の
事
業
（
以
下
「
建
設
の
事
業
」
と
い
う
。）に
あ
つ
て
は
、
当
該
事
業
に
係
る
請
負
金
額
（
消
費
税
及

び
地
方
消
費
税
に
相
当
す
る
額
（
以
下
「
消
費
税
等
相
当
額
」
と
い
う
。）を
除
く
。
以
下
同
じ
。）（
第
十
三

条
第
二
項
各
号
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
額
を
い
う
。
第
六

条
第
一
項
第
二
号
、
第
八
条
第
二
号
、
第
三
十
四
条
第
四
号
及
び
第
三
十
五
条
第
一
項
第
二
号
に
お
い
て
同

じ
。）並
び
に
発
注
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
又
は
所
在
地

（
新
設
）

七

立
木
の
伐
採
の
事
業
に
あ
つ
て
は
、
素
材
の
見
込
生
産
量

（
新
設
）

八

事
業
主
が
法
人
番
号
（
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る

法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
二
十
七
号
）第
二
条
第
十
五
項
に
規
定
す
る
法
人
番
号
を
い
う
。以
下
同
じ
。）

を
有
す
る
場
合
に
は
、
当
該
事
業
主
の
法
人
番
号

（
新
設
）

２

法
第
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
所
轄
労
働
基
準
監
督
署
長
又
は
所
轄
公
共
職
業
安
定
所
長

に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
つ
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

法
第
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
保
険
関
係
成
立
届
（
様
式
第
一
号
）
を
所
轄
労
働
基
準
監

督
署
長
又
は
所
轄
公
共
職
業
安
定
所
長
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
つ
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
変
更
事
項
の
届
出
）

（
変
更
事
項
の
届
出
）

第
五
条

（
略
）

第
五
条

（
略
）

２

法
第
四
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
変
更
を
生
じ
た
日
の
翌
日
か

ら
起
算
し
て
十
日
以
内
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
届
書
を
所
轄
労
働
基
準
監
督
署
長
又
は
所
轄
公
共

職
業
安
定
所
長
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
つ
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

法
第
四
条
の
二
第
二
項
の
届
出
は
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
変
更
を
生
じ
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て

十
日
以
内
に
、
名
称
、
所
在
地
等
変
更
届
（
様
式
第
二
号
）
を
所
轄
労
働
基
準
監
督
署
長
又
は
所
轄
公
共
職
業

安
定
所
長
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
つ
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

労
働
保
険
番
号

（
新
設
）

二

変
更
を
生
じ
た
事
項
と
そ
の
変
更
内
容

（
新
設
）

三

変
更
の
理
由

（
新
設
）

四

変
更
年
月
日

（
新
設
）

（
有
期
事
業
の
一
括
）

（
有
期
事
業
の
一
括
）

第
六
条

法
第
七
条
第
三
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
規
模
以
下
の
事
業
は
、
次
の
各
号
に
該
当
す
る
事
業
と

す
る
。

第
六
条

法
第
七
条
第
三
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
規
模
以
下
の
事
業
は
、
次
の
各
号
に
該
当
す
る
事
業
と

す
る
。

一

（
略
）

一

（
略
）

二

立
木
の
伐
採
の
事
業
に
あ
つ
て
は
、
素
材
の
見
込
生
産
量
が
千
立
方
メ
ー
ト
ル
未
満
で
あ
り
、
立
木
の
伐

採
の
事
業
以
外
の
事
業
に
あ
つ
て
は
、
請
負
金
額
が
一
億
八
千
万
円
未
満
で
あ
る
こ
と
。

二

立
木
の
伐
採
の
事
業
に
あ
つ
て
は
、
素
材
の
見
込
生
産
量
が
千
立
方
メ
ー
ト
ル
未
満
で
あ
り
、
立
木
の
伐

採
の
事
業
以
外
の
事
業
に
あ
つ
て
は
、
請
負
金
額
（
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
に
相
当
す
る
額
（
以
下
「
消

費
税
等
相
当
額
」
と
い
う
。）を
除
く
。
第
十
三
条
、
第
三
十
五
条
第
一
項
第
二
号
及
び
別
表
第
二
に
お
い
て

同
じ
。）（
第
十
三
条
第
二
項
各
号
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た

額
を
い
う
。
第
三
十
五
条
第
一
項
第
二
号
に
お
い
て
同
じ
。）が
一
億
八
千
万
円
未
満
で
あ
る
こ
と
。

平成年月日 金曜日 (号外第号)官 報
〇
厚
生
労
働
省
令
第
百
三
十
七
号

労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
八
十
四
号
）
及
び
石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
四
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法

律
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
三
十
年
十
一
月
三
十
日

厚
生
労
働
大
臣

根
本

匠


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